ほぼ週刊コラム　「Partnership論」　その８８
～～　CoDev2014@Phoenix, AZ報告に代えて ～～
米国が指南役となって猛特訓した中国は、今やOIやPartnership経済の「達人」だ。
SED（米中戦略経済対話）、中国憲法に人間の尊厳とCollective主体、CoDev Asia＠上海
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CoDev2014、今年で第13回、Open Innovation Partnership事例報告会（annual）
　　日時：　2014.01.28-29

　　場所：　米国Arizona, Phoenix, Hilton Squaw Peak Resort

　　参加者：約100名（ピーク時の2007,8年に比べ三分の一から四分の一程度）
報告が遅れてしまったが、今年も例年のごとくCoDevに参加した。今週は、そこで感じた「中国（中華人民共和国）の脅威」、即ち、米国が手塩にかけて中国に「新たな経済つまりPartnership経済」について猛特訓を施し、今や中国は「Partnership経済」の達人の域に達していること、これについて話す。
　
　CoDev自体は、もうドキドキするようなものではなくなった。Open Innovation (OI) Partnershipを成立させるための契約法・税法・会計法・会社法の整備が一段落し、OIスキームにもう新手は現れなくなった。OI手法が定着したIBMとかBoeingは参加しなくなり、代わって、ブラジルの化粧品メーカのNatura社とか、クリネックスやスコットの箱ティッシュで知られる米国医療紙業メーカのKimberly-Clark社などの中堅どころが、ほぼ完成したOI手法を習いに来るところ、といった様にCoDev大会は変化した。
　

　OI手法習得の場：CoDevに中国人の存在が目立った。米国や欧州に移住した中国人と、中国本土からの中国人と、二つ合わせると参加者の2割程度は中国人だった様に思われる。
　実は、中国のOI習得はかなり進んでいる。というか「達人」の域に達している。今回はこのことを、三つのキーワード：「SED（米中戦略的経済対話）」、「中国憲法に人間の尊厳とCollective主体」、そして「CoDev Asia＠上海」、を通して説明したい。
　SED（米中戦略経済対話）：ブッシュ政権時代の2006年から年二回、計5回開催され、2009年にオバマ政権に替ってから年一回、これまでに5回開催されている。即ち、過去に総計10回。開催地は米中交互。一回当たり二日から三日間程度開催。米中の経済閣僚を中心として両国の産官学民を巻き込んだ大規模な経済戦略対話会議。

　ちなみに日米経済対話としては、「年次改革要望書」が1994年から2008年まで米国から日本に渡されていたし、民主党政権になってからは「日米経済調和対話」という「対話」とは名ばかりの要望書が日本に渡されている。ただ、どちらもA4十数ページの簡単な書類だ。英文で渡され、例年「仮訳」が日本政府から発行される。2011年2月28日から3月4日には一回だけ、事務レベル会合が開催された。実効的face to face会合はこれ一回だけ。
この様な日米の疎遠さに比べると、米中戦略経済対話は内容・参加者とも圧倒的に大規模で、且つ「親密的（closely）」「非他人行儀（non arm’s length）」だ。なにより、内容にPartnership（中国語で合伙または合伙企业）関連が盛り込まれることが多い。日米経済対話の内容との際立った違いだ。
　例えば、2006年に中国は、LLCも含む「合伙企业法」を作り、2009年には「合伙企业法英文版」を作成した。2009年年末に中国は、このPDFにあるとおり、外国企業または外国人が中国国内で合伙企业（Partnership）を設立できるようになった。

直近の2013年7月ワシントンD.Cで.開催された米中戦略経済対話では「貿易と投資自由化の促進」が話し合われ、相手国投資家を自国国内投資家と完全に同じ待遇にすることが米中で合意された。TPP参加議論で使われる用語で言えば「聖域なき投資自由化」が合意された。
以上合わせると、米加墨のNAFTA内で作る様なcross border partnershipを、米中にまたがって作れるようになったことになる。

コラムその９『諸外国で大流行の憲法リフォーム、「普遍と多様」の組込み』に書いたことだが、21世紀初頭の世界では、20世紀末以来の「憲法変動」が続いている。
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この「憲法変動」のコアは、ズバリ「普遍と多様」の組込み。三省堂『世界憲法集　第二版（2010年）』のはしがきの言葉を借りれば、「人権の「普遍化」と文化の「多様化」という両局面の狭間で、イギリス、アメリカなどの欧米諸国やアジア諸国などほとんどの国で、人権理論や人権保障のあり方に大きな進展や変容が認められた」という、社会公理系の大地殻変動が現在進行中だ。
この憲法変動を東アジアに仕掛けたのは欧米のPost Secularismの専門家達だ。例えば、1996年バンコクにおいて『人権に関する東アジアの挑戦（The East Asian Challenge for Human Rights）』というWorkshopが開催された。その論文集の表紙を右に示す。

Charles TaylorなどPost Secularism専門家達が、急速に経済発展を始めた東アジア諸国に、Post Secularismによる人権概念を教えて、ズバリ言うと、Post Secularismによる「憲法」を各国に作らせることを目的としたWorkshopだ。
なお、このWorkshopで発表されたCharles Taylorの論文：『人権に関する”非強制コンセンサス“状態について(Conditions of an unforced consensus on human rights)』の前半と結論部を和訳した。後半は英文のままだが、宜しかったらお読みください。２頁目から３頁目にある二つの段落は「人間の尊厳」について紹介するところなので、下に転記しておく。このWorkshopに参加した日本人の大沼保昭氏が発した「人間の尊厳」は西洋的すぎる、という意見に対してCharles Taylorがコメントしている。
まず第一に、何についてのコンセンサスなのか？　それはある人にとっては自明かもしれない、「勿論、基本的人権についてだ」、と。しかしこれこそ、根本的疑問ではなかろうか。しばしば指摘されることだが、ここに、最初の障害物があるのかもしれない。すなわち「権利（rights）」というテーマは、西洋カルチャーに根ざしたものだ。西洋側の歴史にだけ、その根源を見つけられる。だからこの「権利」には幾つもの特徴的な話題がある。例えば殊更言う必要もないが、ある国・地域の権利章典に根底規範の様にされたものが、別の国・地域では全く見られないこともある。彼の地の言葉では明に表現されないだけなのかもしれないが、それも早計かもしれない。将来、何の強制もなく本来の自由な姿の「世界コンセンサス」が出来たあかつきには、それは“権利”という言葉によって皆が得心するという形式ではないかもしれないのだ。五分五分かもしれない。あるいは部分的にはYesで部分的にはNoかもしれない。なぜなら我々は、西側パッケージに付随した事柄の幾つかだけを差別化しようとしているのだから。

これも言う必要がないかもしれないが、既に我々は、普遍（universals）と考えているものの内で、異なるカルチャーでは「差異」ありと認識すべき項目を幾つか抱えている。例えばJack Donnellyは“人間の尊厳（human dignity）”を普遍的価値あるものとして紹介している 。しかし大沼保昭（2011年現在、東京大学公共政策大学院教授（国際法））はこれに批判的であり、“尊厳（dignity）”は基本的人権を精緻化していった西洋の哲学潮流の中でこそ、好ましい項目として自ずと浮かび上がってきたのだと指摘した。大沼は、「物質的および精神的幸福の追求（pursuit of spiritual as well as material well-being）」の方がより普遍的ではないかと発言している 。一方で、“尊厳（dignity）”はculture-boundで精密すぎる用語であり、他方で、“幸福（well-being）”はボンヤリとしすぎて一般的すぎるかもしれない。ヒョッとすると我々は、世界歴史の中ではまだ、普遍的価値を定式化する段階には達していないのかもしれない。それはヒョッとしたら永遠に不可能なことなのかもしれない。しかしこれは問題ではない。何故なら我々が定式化すべきコンセンサス積集合は、幾つかの行動規範（norms of conduct）なのであり、深部でこれら行動規範を支持する底流価値は、物事の本質上（in the nature of the case）、代替的で、且つ、相互に互換不可能なjustificationまでを必要としているのであり、普遍的価値である必要はないのだから。そしてどうやら、この種の行動規範のコンセンサスを実現できるとの根拠も十分にありそうである。すなわち、全てのカルチャーにおいて、大量虐殺・殺人・拷問・奴隷制度に対する批難（condemnations）を見つけることが出来るし、同様に例えば、“絶望（disappearances）”や、デモに集まった罪のない人達を射殺することは忌むべき事である。  その底深くに存在しこれら共通結論をサポートする価値観は、やはり物事の本質上、代替的で、且つ、相互に互換不可能なjustificationに属するはずである。

中国憲法に人間の尊厳とCollective主体：
1949年に中華人民共和国が成立して以来、中華人民共和国には共産党政権自らが作成した憲法は、1982年まで存在しなかった。1946年に南京で作成された成文憲法は、現在は台湾だけで有効な憲法の一部だ。

しかし鄧小平が1978年に日本を訪れてその経済と技術力に驚き、「中国政治は共産主義のままで良いが、中国経済は改革が必要」という考え方を示してから、状況が変わった。
1982年に公布されその後頻繁に修正され、1990年代以降に上記の様なPost Secularism専門家たちの働きかけを受け、2004年に4回目の修正を終えた現在の「中国憲法」は、きっかけこそ日本発だが、その内容はPost Secularismの考え方に強く影響されたものだ。

中国政府が正式に公表している英語版中国憲法を、参照して頂きたい。
例えば、「人間の尊厳」の規定（Article 38）は、国家のみを重視する共産主義社会の憲法にこの規定が存在するだけでも驚きだが、更に、humanでなくpersonalというキリスト教の影響を強く受けた英単語を使っている点に、欧米Post Secularism専門家達の並々ならぬ努力の痕跡を感じる。
Article 38 The personal dignity of citizens of the People’s Republic of China is inviolable. Insult, libel, false accusation or false incrimination directed against citizens by any means is prohibited. 
第38条　中華人民共和国の市民達のthe personal dignity（persona的な尊厳）は、侵犯を受けない。市民達に対しては如何なる方法による侮辱、誹謗、誣告（ぶこく）も、行うことを禁じる。
ここまでくれば、collective entity（集団的主体）に関して規定が無いわけがない。で、探してみると案の定、「経済」に限定した形ではあるが、第17条にcollective economic organizationsが規定されている。第16条の「State-owned enterprise（国営企業）」の規定と比較すると違いが際立つので併せて読んでいただきたい。
Article 16 State-owned enterprises have decision-making power with regard to their operation within the limits prescribed by law.
State-owned enterprises practise democratic management through congresses of workers and staff and in other ways in accordance with law.
Article 17 Collective economic organizations have decision-making power in conducting independent economic activities, on condition that they abide by the relevant laws. 
Collective economic organizations practise democratic management and, in accordance with law, elect or remove their managerial personnel and decide on major issues concerning operation and management. 
第16条　国営企業は、法の定めの範囲内において運営に関する意思決定権を有する。
国営企業は、法の定めに従って、workers and staff代表大会およびその他の形式を通して、民主的管理を実行する。

第17条　collective経済組織は、適合する法を遵守するという前提のもとに、独立した経済活動を行うための意思決定権を有する。
collective経済組織は、民主的管理を実行し、法の定めに従って管理職personnelを選挙及び罷免し、運営管理の重大問題を決定する。
第17条の「適合する法を遵守するという前提のもとに」という表現は、第16条の「法の定めの範囲において」とは際だって異なっており、collective経済組織に適用する「法」については必ずしも固定的にとらえていない、即ち、慣習法的にとらえていることが表れている。第17条の「独立した経済活動」という表現には、「社会経済は、国家経済と非国家経済から構成される」という西洋Duo Sunt（両権）社会の考え方の影響を見て取れる。更に、「意思決定権を有する」という表現で、collective経済組織がentity（主体）であることを確認できる。また、管理職者をmanagerial personnelと表現するところにも、欧米Post Secularism専門家達の努力の痕跡を感じる。
繰り返しになるが、何より、第16条「国営企業」と第17条「collective経済組織」を並記したことで、「社会経済は、国家経済と非国家経済から構成される」という西洋Duo Sunt（両権）社会の思想の影響を、強く見て取れる憲法構成になっている。国家のみを重視する共産主義社会において、経済に関してだけとはいえ、これは画期的なことだと思う。
なお、「共通善」の規定は、さすがに中国憲法には無い。中国憲法前文の最後から三番目の段落に「common prosperity（共通繁栄）」という表現が出てくるだけだ。まっ、「共産主義」そのものが「共通善」的goalを体現していると言えなくもないが、「共通善」が人間の思考の範囲をtranscend（超越）したものであるのに対して、「共産主義」はあくまで人間の思考の範囲内である所が、大きく違う。さすがにここまでは、欧米Post Secularism専門家達も中国人達に伝えきれなかったようだ。以下に、「common prosperity（共通繁栄）」の部分を示す。
中国憲法の前文、最後から三番目の段落：
The People’s Republic of China is a unitary multi-national State created jointly by the people of all its nationalities. Socialist relations of equality, unity and mutual assistance have been established among the nationalities and will continue to be strengthened. In the struggle to safeguard the unity of the nationalities, it is necessary to combat big-nation chauvinism, mainly Han chauvinism, and to combat local national chauvinism. The State will do its utmost to promote the common prosperity of all the nationalities. 
中華人民共和国は、その全nationalitiesが共同して創建した統一の多national国家である。平等、統一、互助（equality, unity and mutual assistance）の社会主義民族関係は既に確立し、且つ、引き続き強まっている。nationalities統合をsafeguardする闘争においては、大民族主義、主には大漢民族主義に反対することを要し、また、地方民族主義にも反対することを要する。国家は一切の努力を尽くして、全nationalitiesのcommon prosperityを促進する。
最後の文章の主語が「国家」になっているところが「玉にキズ」だ。つまり、国家ではとらえきれないcommon prosperityの存在、即ち、common goodが人間の思考を超越したものであることを表現できていない。国営企業がカバーする国家経済を第16条で規定し、この国家経済とは「独立した経済」の存在を第17条で想定し、更に、「人間のpersona的な尊厳」もキチンと導入できているだけに、誠に残念だ。
ただ、あとは時間の問題かもしれない。即ち、「人間のpersona的な尊厳」をここまでunderstandできれば、あとは自然に中国の人々一人一人は、ヨハネ・パウロ二世が1991年回勅で記した、その個人が人間であるが故に義務づけられる「何か」（something which is due to man because he is man）を見つけていくに違いない。そして自然に、国家や人知や地上世界を超越した、個々のその「何か」を全て含み且つ更に多くの善の要素を含んだ母集合、即ち、Christianityでいう所のcommon goodの存在を感じ始める、のかもしれない。
　まっ、少なくとも言えることは、「人間の尊厳」は西洋的すぎる、なんて言っている日本とは、ハーバーマスの言うところのreligious reason（無理に和訳すると、宗教的理性）の習得において、全然違うレベルに、中華人民共和国が達している、ということだ。
　日本国憲法も、米国に手伝ってもらって作ったものだが、それは1946年製であって、どの国の政治も経済もSecularism（世俗主義）だけで上手く回っていた時代のものだ。従って、「人間の尊厳」という規定は無い。というかその時代、「必要」というわけではなかった。（その証拠に、日本は高度経済成長もしたし…。）
日本国憲法には第13条に「個人の尊重」、第24条に「個人の尊厳」と和訳された規定があるだけだ。それらを、日本政府が正式に公開している英語版日本国憲法と併せて示すと：
Article 13. All of the people shall be respected as individuals. Their right to life, liberty, and the pursuit of happiness shall, to the extent that it does not interfere with the public welfare, be the supreme consideration in legislation and in other governmental affairs.
第13条　全ての国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。
Article 24. Marriage shall be based only on the mutual consent of both sexes and it shall be maintained through mutual cooperation with the equal rights of husband and wife as a basis.

With regard to choice of spouse, property rights, inheritance, choice of domicile, divorce and other matters pertaining to marriage and the family, laws shall be enacted from the standpoint of individual dignity and the essential equality of the sexes.
第24条　婚姻は、両性の合意のみにおいて成立し、夫婦が同等の権利を有することを基本として、相互の協力により、維持されなければならない。
配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定されなければならない。
第13条の「公共の福祉に反しない限り」の制限により、個人の尊重が「fairなjusticeに優先するもの」を生み出し得ないことになる。従ってこれは「人間の尊厳」を表したものではない。また、第24条の「個人の尊厳（individual dignity）」は、「配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の事項」に関して限定されたものだ。従ってこれも「人間の尊厳」を、キチンと表したものではない。部分的に表しているかもしれないが。
つまるところ、日本国憲法には「人間の尊厳」の必要十分な規定は無い。従って、collective entityやpartnership税制、並びに先週説明した様に、集団的自衛権（right of collective self-defense）、これらは導出され得ない。…もしかしたら、個人の正当防衛（right of self-defense）ですら、キチンとは導出されないのではないかと、少し心配になってきた。
まっ、とにかく、日本国憲法は、「人間の尊厳」関連の規定において、中国憲法よりも整備が遅れている。最近日本では、憲法改正・解釈論議が盛んに行われているが、的外れなテーマを議論している様な気がする。「人間の尊厳」の議論こそ喫緊の課題ではないだろうか。…話がそれた。中国の話に戻ろう。

CoDev Asia＠上海：
2012年からCoDev Asiaが上海で開かれている。2012年、2013年と既に開催され、そして2014年は10月に開催される。これらは米国のCoDevとは別開催だ。
CoDev Asiaの各WebSiteに埋め込まれたムービーを見ていただければ、説明を私がする必要は無いかもしれない。「凄い！」の一語に尽きる。もしかしたら、本場の米国CoDevをしのぐ勢いを、現在は呈しているかもしれない。冒頭に述べたが、本場米国CoDevの勢いはピークを過ぎている。
中国は、Post Secularism専門家達の指導の下に憲法を整え、米中経済戦略対話で教えてもらった通りPartnershipに関する契約法、税法、会計法、会社法を整備した。そして、CoDev Asia＠上海でそれらの成果であるOpen Innovation Partnershipの成功事例報告を行っている。CoDev Asia＠上海の場では、「優秀な生徒たちだ」と欧米人たちは感慨にふけり自分たちの労をねぎらっている。中国人たちは、その様な欧米に対し感謝の意を表すとともに、自分たちが成し遂げた経済進化に対しとても誇らしく感じている。
こんな感じのはずだ。

「日本だけが世界経済の進化から取り残されている」というオイテケボリ恐怖を、読者の皆さん、全ての日本人に、一日でも早く感じて頂きたい。そして、その恐怖をバネに、明治開闢期の先達が行った様な、いや、それ以上の、死に物狂いの猛勉強を、日本人全員が開始して頂きたいと、切に切に齋藤は願う。

「ガラパゴスの平和」を捨てろと言っているのではないが、「ガラパゴスの平和」にふけっている場合ではない。地球（the earth）は未だ、非平衡状態にあるのだ。日本人だけが「安閑」としているのは、世界の人達に申し訳が立たない。中国憲法作成にアドバイスを寄せたPost Secularism専門家達ならば、「日本の皆さん、再び「模範」となって下さい。東アジアにあって最も早くから自主的に西洋を学ぼうと決断した人々として、一日も早く、その憲法に『人間の尊厳』と『共通善』をしっかりと規定し、一人一人それぞれに課されたresponsibility、accountability、liabilityをキチンと果たし、the earth全体の発展と平和に貢献してください。あなた方なら出来るはずです。」と励ましの言葉を送るに違いない。
来年1，2月にも米国CoDevが開催されるのだろうが、それよりもCoDev Asia@上海に参加してみたいと思う。しかし、浦島太郎ではないが、現世の進化から取り残された者が、のこのこと「最新型経済の成功事例発表会」に一人で現れても、うろたえるばかりだろう。玉手箱を開けても、お爺さんになるばかりで、最新知識が獲得できるわけではないし。まわりの中国人の方に質問しても、ニコニコと、しかし内心は「ガラパゴスに取り残されたイグアナ」を憐れむような目で、対応されるのがオチだという気もする。
さー、どうする、孤軍奮闘のドン・キホーテ齋藤よ。今週は以上。来週も乞うご期待。
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